
【内閣府、財務省】
第１期まち・ひと・しごと創生総合戦略の総仕上げに向けた地方創生の推進について

●SDGsをビルトインした「しあわせ信州創造プラン2.0」の取組を加速
・2030年の将来像を展望した総合５か年計画「しあわせ信州創造プラン2.0～学びと自治の力で拓く新時代～」の取組をスタート。
・計画には「誰一人取り残さない」「経済・社会・環境の三側面の課題を統合的に解決する」というSDGsの理念を組み込み。
・地方創生とSDGsの取組を展開しつつ、誰一人取り残さない「確かな暮らしが営まれる美しい信州」の実現を目指している。

取 組
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⾧野県の状況



１ ＳＤＧｓの達成に向けた取組強化
ＳＤＧｓの認知度向上のための普及啓発等を積極的に行うとともに、ＳＤＧｓ未来都市などＳＤＧｓ達成に向けて取り組む先進的な地

方公共団体に対して、継続的に財政措置を行うこと。
また、ＳＤＧｓを推進する観点から、既存の補助制度等についても、経済・社会・環境の３側面の課題を統合的に解決する取組を重点

支援すること。

２ 地方創生推進交付金の確実な予算措置と運用改善
地方創生推進交付金について、引き続き、確実に予算措置すること。また、手続きの簡素化を図るとともに、地方公共団体の実情に応

じ、施設整備も含めた取組が行えるような制度にすること。

■SDGｓの認知度が低く、県民の参画が進んでいない

■ＳＤＧｓの達成に向けた取組については、「SDGs未来都市」や「地方創生SDGs官民連携プラットフォーム」の制度が
始まったが、国の統一的な視点での財政支援措置が少なく、新たな施策を始めることが困難

■地方創生推進交付金については、内容が類似する２種類の計画を提出する必要があるなど手続きが煩雑であるほか、
原則としてハード事業が総事業費の半分以下に制限されている

提案・要望
交付金実施計画・地域再生計画

課 題

取 組
○交付金を活用している事業の代表例
・航空機産業集積化による地域イノベーションの創出（H28～32年度）
航空機システム関係の企業や研究開発機能が集積する「アジアの航空機システム拠点」を形成

・信州医療機器の事業化・グローバル展開（H30～32年度）
新規医療機器（完成品）の開発・事業化を促進し、世界市場へ医療機器部材を供給

●地方創生に必要な施策の継続的な実施
・⾧野県では平成28年度から地方創生推進交付金を活用し、まち・ひと・しごとの各分野で地方創生に資する施策を実施
・地方創生に向け、今後も継続して取り組んでいくことが重要

H27.11に初飛行が成功したMRJ
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県民認知度3.6％（環境保全協会・県世論調査協会調べ）
＜参考:全国 14.8％（電通調べ）＞

ＳＤＧｓ固有の優遇措置は「自治体ＳＤＧｓモデル事業」のみ（採択は全国で10件）
（ＳＤＧｓ未来都市への優遇措置がある関連予算は全省庁で13件のみ）


